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(57) Abstract: A wheel protection film (30) i s provided
[ 図2] with a base material layer (32), and an adhesive layer (34)

(a) which i s disposed on one surface o f the base material lay
er (32). The adhesive layer (34) comprises a moisture dis
persion type adhesive composition containing a light sta
bilizer. I f the wheel protection film (30) i s irradiated by a
xenon weatherometer for 300 hours i n a state wherein the
adhesive layer (34) i s bonded to a clear-acrylic-paint-coat
ed panel (fabricated b y preparing a 2 -millimeter thick
steel plate to b e coated, uniformly applying acrylic
melamine paint (Superlac 5000 AW- 10 Clear manufacA tured b y Nippon Paint Co., Ltd.) t o the surface o f the steel
plate using a spray gun, and drying for one hour at 150
degrees Celsius), the 180-degree peel adhesive strength
when the adhesive layer i s peeled from the clear-acrylic-
paint-coated panel at a peel rate o f 30 m/min may be 20
N/20 mm or less.

(b) (57) 要約： ホイール用保護 フィルム 3 0 は、
基材 層 3 2 と、基材 層 3 2 の 一方の面 に設 け

< られ た粘着剤 層 3 4 とを備 える。粘着剤 層 3
4 は、光安定剤 を含 む水 分散 型粘着剤組 成物
を有す る。粘着剤 層 3 4 をア ク リル ク リア一
塗装 パ ネル （厚 さ 2 m m の スチール製塗装板
を準備 し、 この スチール 製塗装板 表面 に、ァ
ク リル メラ ミン塗料 （スーパ一 ラ ック 5 0 0

3 0 0 A W — 1 0 ク リア一 、 日本 ペイ ン ト社 製）
を、ス プ レー ガ ンを用 いて均一 に塗布 し、 1
5 0 °Cで 1 時 間乾燥 させ た もの） に貼 り付 け
た状態 で、キセ ノ ンゥ ヱザ 一 メー タを 3 0 0

時間照射 した場合 に、アク リルク リア一塗装 《ネルか ら粘着剤層 をは く離速度 3 O m m i n では く離
した ときの 1 8 0 °引き剥が し粘着 力が 2 0 N / 2 O m m 以下であって もよし
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明 細 書

発明の名称 ：ホイール用保護 フ ィル ム

技術分野

[0001 ] 本発明は、 自動車などの車両のホイールに貼 り付けられる保護 フイルムに

関する。

背景技術

[0002] 従来、 アル ミホイールなどの自動車ホイールは、 自動車の輸送段階、例え

ば、船舶 による輸送段階において、船内の湿度の変化などによりホイールの

内側 に結露が生 じる場合があつた。その結果、 自動車ホィ一ルの内側 に配置

されているデ ィスクブレーキに錡が発生するなどの問題が生 じていた。そこ

で、 このような錡の発生を防止するために、 自動車ホイールの表面に保護 フ

ィルを貼 り付けることが行われている。

[0003] このような保護 フイルムと して、 タイヤのホイールに貼着 して用い られる

ホイール保護用フイルムであって、基材 フイルムと、基材 フイルム上に設け

られた粘着剤層 とを有 し、ホイール保護用フ イル ム の直径は、ホイールの直

径 よりも大 きく、ホイール保護用フイルムは、 タイヤ面にも貼着 して用いる

ホイ一ル保護用フイルムが考案されている （特許文献 1 参照）。

[0004] また、ホイールにタイヤを組み付けたタイヤ組立体におけるホイールの開

口をカバ一部材で覆 つてホイ一ル内に配置されているデ ィスクプレーキの発

錡 を防止する自動車のデ ィスクプレーキ防錡 カバーが考案されている （特許

文献 2 参照。）。 この防錡 カバ一は、 タイヤ組立体の側面には く離可能に貼

着する接着剤部 を備えている。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 9 _ 2 2 7 7 4 6 号公報

特許文献2 ：特許第 3 8 7 9 9 8 5 号公報

発明の概要



発明が解決 しょうとする課題

[0006] ところで、 このような保護 フイルムは、 自動車がデ ィ一ラゃュ一ザに届 け

られる段階で剥がされることになる。 そのため、保護 フイルム と、ホイール

やタイヤ との粘着力が強いと、保護 フ イル ム をは く離 しに くか った り、糊残

りによるホイール等の汚染が発生 した りし、作業性の低下を招 く場合がある

。特 に、保護 フイルムをホイール に貼付 した状態で長期間放置 した場合 にお

いて、上記問題が発生 し易か った。

[0007] 本発明はこう した状況 に鑑みてなされたものであ り、 その 目的 とするとこ

ろは、車両等のホィ一ルやタイヤか らは く離する際の作業性が良好なホィ一

ル用保護 フィル厶を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0008] 上記課題 を解決するために、本発明のある態様のホイ一ル用保護 フ イル ム

は、基材層 と、基材層の一方の面 に設 け られた粘着剤層 とを有するホイール

用保護 フイルムであ って、粘着剤層は、光安定剤 を含む水分散型粘着剤組成

物 を有する。

[0009] この態様 によると、光安定剤 を含んでいるため、 タイヤやホイール に貼 り

付 け られた状態で太陽光の下、長期間放置 された場合であ っても、粘着剤層

の性能低下が抑制 される。

[001 0] 粘着剤層 をァク リル ク リァ一塗装パ ネル （厚 さ 2 m mの ス チ ール製塗装板

を準備 し、 このスチール製塗装板表面 に、 アク リル メラミン塗料 （スーパ 一

ラック 5 0 0 0 A W - 1 0 ク リァ一、 日本ペイン 卜社製）を、 スプ レーガン

を用いて均一に塗布 し、 1 5 0 °C で 1 時間乾燥 させたもの）に貼 り付 けた状

態で、 キセ ノンウエザーメータを 3 0 0 時間照射 した場合 に、 アク リル ク リ

ァ一塗装パネルか ら前記粘着剤層 をは く離速度 3 O m / m i n では く離 した

ときの 1 8 0 ° 引 き剥が し粘着力が 2 0 N / 2 0 m m以下であ ってもよい。

[001 1] 全光線透過率が 5 0 % 以上であ つてもよい。

発明の効果

[001 2] 本発明によれば、車両ホイールへの安定 した貼 り付 け状態 を実現可能な車



両ホイ一ル用保護フィル厶を提供することができる。

図面の簡単な説明

[001 3] [ 図1] 自動車用ホイールの一例を示す正面図である。

[ 図2] 図 2 ( a ) は、実施の形態に係る保護フイルムの正面図、図 2 ( b ) は

、図 2 ( a ) に示す保護フイルムの A _ A 断面図である。

[ 図3] 実施の形態に係る保護フイルムをホイールに貼 り付けた状態の一例を示

す正面図である。

発明を実施するための形態

[0014] 以下、図面や表を参照 しながら、本発明を実施するための形態について詳

細に説明する。なお、以下の各実施の形態では、保護フイルムの適用対象と

して自動車用のホィ一ルを例に説明するが、保護フイルムの適用対象はこの

ようなホイールに限られない。

[001 5] 本実施の形態に係るホイ一ル用保護フイルム （以下 「保護フイルム」とい

う。）は、納車までの期間にホイール表面に傷が付 くこと、汚れが付着する

こと、さらには、自動車の輸出時等に長時間海上を輸送する際にホイールの

内面側のデイスクプレ一キに錡が発生することを防止することができる。ま

た、ホィ一ルに保護フイルムを貼 り付けてから長期間保管 した後に納車する

場合であって、保護フイルムを素早 くホイ一ルからはく離する際に、本実施

の形態に係る保護フイルムは、容易にはく離され、はく離後の糊残 りの発生

を防止できる。

[001 6] ( 自動車用ホイール）

図 1 は、自動車用ホイ一ルの一例を示す正面図である。図 1 に示すように

、自動車用ホイール （以下 「ホイール」という） 1 0 は、アルミニウム合金

等からなる錶造 （または鍛造）の成型品であり、円盤状のディスク部 1 2 と

、ディスク部 1 2 の軸方向内側に連なる環状の リム部 1 4 とから主に構成さ

れている。ホイール 1 0 は、ディスク部 1 2 とリム部 1 4 とで囲まれた空間

に、自動車のハプおよびディスクプレーキが配設されている。 リム部 1 4 の

外周にはタイヤ （不図示）が装着され、タイヤおよびホイール 1 0 により自



動車の車輪 が構成 され る。

[001 7] ホイール 1 0 のデ ィスク部 1 2 は、 その中央部 を構成 するハ プ部 1 6 と、

外周縁部 を構成 する環状 の リム フランジ部 1 8 と、ハ プ部 1 6 と リム フラン

ジ部 1 8 との間を連結 する複数 のスポー ク部 2 0 とを有 する。各 スポー ク部

2 0 は、ハ プ部 1 6 の外周か ら径方向外側 に向けて直線状 （放射状） に延び

、 その径方向外側端 が リム フランジ部 1 8 の リム内周面 1 8 a に突 き当た り

—体 に接続 されている。隣接 するスポー ク部 2 0 の間には、 ホイール 1 0 の

内外 を連通する開 口部 2 2 が形成 されている。

[001 8] ハ プ部 1 6 は、 その中心 にハ プのハ プ軸端部 を揷通するハ プ孔 2 4 が形成

されている。ハ プ孔 2 4 の周囲には、ハ プか ら軸方向外側 に延び るハ プボル

卜 （不図示）およびハ プボル トに締結 され るハ プナ ッ ト （不図示） を揷通す

る複数 （四つ）の揷通孔 2 6 が形成 されている。

[001 9] (保護 フ イル ム ）

本実施 の形態 に係 る保護 フ イル ム 3 0 は、前述の如 く自動車の輸 出時等 に

長時間海上 を輸送するような場合 に、 その車輪 のホイ一ル 1 0 のデ ィスク部

の表側 （外側） に貼 り付 けるもので、デ ィスク部 1 2 に形成 された複数

の開 口部 2 2 を一時的に閉塞 してホイール 1 0 の内側 に配設 されたデ ィスク

プ レーキの ロータ （不図示）の錡 を抑制 するものである。

[0020] 図 2 ( a ) は、実施 の形態 に係 る保護 フ イル ム の 正面図、 図 2 ( b ) は、

図 2 ( a ) に示す保護 フ イル ム の A _ A 断面図である。 図 2 ( a ) に示すよ

うに、本実施 の形態 に係 る保護 フ イル ム 3 0 は、 円盤状 の形態である。 また

、保護 フ イル ム 3 0 は、 図 2 ( b ) に示すように、基材層 3 2 と、基材層 3

2 の一方の面 に設 け られた粘着剤層 3 4 とを有 する。

[0021 ] 図 3 は、実施 の形態 に係 る保護 フ イル ム をホイール に貼 り付 けた状態の一

例 を示す正面図である。 図 3 に示すように、本実施 の形態 に係 る保護 フ ィル

厶 3 0 の直径 L 3 は、保護対象 となるホイール 1 0 の直径 L 1 よ り小 さ く、

かつ、保護対象 となるホイールのデ ィスク部 1 2 に形成 されている開 口部 2

2 の最外径 L 2 よ り大 きい。 したが って、保護 フイルム 3 0 は、 タイヤ面で



はなくホイール 1 0 に貼 り付けられるため、例えば、タイヤに含まれている

可塑剤等に起因する粘着剤の性能の低下が発生 しない。

[0022] 保護フイルム 3 0 の直径は、より好ましくは、保護対象となるホイール 1

0 の直径 L 1 の 8 0 %以上であるとよい。これにより、ホイール 1 0 のディ

スク部 1 2 の多くを覆うことが可能となる。

[0023] また、保護対象となるホイールの直径をL 1、開口部の外径をL 2 、ホイ

—ル用保護フイルムの直径をL 3 とすると、 L 3 L 2 + ( L - L 2 ) X

0 . 5 を満たすことが好ましい。これにより、保護フイルム 3 0 は、ホイ一

ル 1 0 の外周と開口部 2 2 との間の環状のリムフランジ部 1 8 において、十

分な貼 り付け面積を有することになる。

[0024] 本実施の形態に係る保護フイルム 3 0 は、基材層および粘着剤層を有する

ホイール用保護フイルムであって、特に限定するものではないが、保護フィ

ル厶の縦方向 （M D ) の 卜ラウザ一引裂強度が、 3 N以上であることが好ま

しい。

[0025] なお、本実施の形態に係る保護フイルム 3 0 の縦方向 （M D ) の 卜ラウザ

—引裂強度 （以下、単に引裂強度とも称す。）は、後述の測定方法に基づき

測定され、 3 N以上であり、好ましくは4 N以上であり、より好ましくは 8

N以上である。引裂強度の特性が上記数値範囲を満足することで、高速 （1

O m/ m i n や 3 0 m/ m i n ) で保護フイルムをホイールからはく離 した

場合であっても、良好なはく離作業性と保護フイルムの切れや裂けを防止す

ることができる。

[0026] (粘着剤層）

本実施の形態に係る保護フイルム 3 0 に用いられる粘着剤層は、光安定剤

を含む水分散型粘着剤組成物から形成される。より具体的には、本発明の粘

着剤層を構成する水分散型粘着剤組成物は、 （メタ）アクリル系ポリマー （

水分散型 （メタ）アクリル系ポリマ一又は （メタ）アクリル系ポリマ一エマ

ルジョンとも称す）、架橋剤、光安定剤を含有する水分散型の粘着剤組成物

からなることが好ましく、前述の （メタ）アクリル系ポリマーが、炭素数 1



~ 1 4 であるアルキル基 を有する （メタ）アク リル系モノマ 一 を主成分 とす

ることがよ り好 ま しい。前述の （メタ）アク リル系ポ リマ 一 を構成する主成

分の（メタ）ァク リル系モ ノマ 一 は、前述の炭素数 1 ~ 1 4 のアルキル基 を有

する （メタ）アク リル系モ ノマ 一 であれば、特 に制限はないが、好 ま しくは

、炭素数が 1 ~ 1 2 であ り、 よ り好 ま しくは、炭素数が 1 ~ 1 0 である。炭

素数が前述の範囲内にあるものを使用することによ り、初期の接着性、冬場

な ど低温雰囲気下での接着性 を確保で きることとな り、 自動車ホイ一ル 保護

用途 に適 している。 また、炭素数 1 ~ 4 のアルキル基 を有する（メタ）ァク リ

ル系モ ノマ 一 を主成分 とすることが、特 に好 ま しい態様である。なお、前述

の炭素数 1 ~ 1 4 のアルキル基 を有する（メタ）ァク リル系モノマ 一全量中に

おいて、前述の炭素数 1 ~ 4 のアルキル基 を有する （メタ）アク リル系モ ノ

マ 一 を 4 0 ~ 8 0 重量％含有することが好 ま しく、 よ り好 ま しくは 5 0 ~ 7

5 重量％である。前述の炭素数 1 ~ 4 のアルキル基 を有する （メタ）ァク リ

ル系モノマ一を上記範囲で用いることによ り、粘着剤の凝集力が向上 し、使

用後 には く離する際に糊残 りを防止することがで き、有効である。

前述の炭素数 1 ~ 1 4 のアルキル基 を有する （メタ）アク リル系モ ノマ 一

と して、例 えば、 メチル （メタ）ァク リレー 卜、ェチル （メタ）ァク リレー

卜、 プロピル （メタ）ァク リレー 卜、 n —プチル （メタ）ァク リレー 卜、 ィ

ソプチル （メタ）ァク リレー 卜、 s e c — プチル （メタ）ァク リレー 卜、 t

—プチル （メタ）ァク リレー 卜、へキシル （メタ）ァク リレー 卜、 シクロへ

キシル （メタ）ァク リレー 卜、 t —プチルシクロへキシル （メタ）ァク リレ

— 卜、 2 _ ェチルへキシル メタク リレ一 卜、 イソアミル （メタ）ァク リレー

卜、 n —ペ ンチル （メタ）ァク リレー 卜、 イソペ ンチル （メタ）ァク リレー

卜、 シクロペ ンチル （メタ）ァク リレー 卜、 n —才 クチル （メタ）ァク リレ

— 卜、 イソ才 クチル （メタ）ァク リレー 卜、 シク口才 クチル （メタ）ァク リ

レ一 卜、 n _ ノニル （メタ）ァク リレー 卜、 イソノニル （メタ）ァク リレー

卜、 n —デシル （メタ）ァク リレー 卜、 イソデシル （メタ）ァク リレー 卜、

n — ドデシル （メタ）ァク リレー 卜、 イソミ リスチル （メタ）ァク リレー 卜



、 n _ トリデシル （メタ）ァクリレー 卜、 n —テ トラデシル （メタ）ァクリ

レ一 卜などがあげられる。中でも、ェチル （メタ）ァクリレー 卜、 n —プチ

ル （メタ）ァクリレー 卜、イソプチル （メタ）ァクリレー 卜、 s e c —プチ

ル （メタ）ァクリレー 卜、 t —プチル （メタ）ァクリレー 卜などが好適に用

いられる。

[0028] 本実施の形態において、前述の炭素数 1 ~ 1 4 のアルキル基を有する （メ

タ）アクリル系モノマ一は、単独で使用 してもよく、また 2 種以上を混合 し

て使用 してもよいが、モノマ一全体に対する前述の炭素数 1 ~ 1 4 のアルキ

ル基を有する （メタ）アクリル系モノマーの含有量は、 4 0 ~ 9 0 重量％が

好ましく、 5 0 ~ 8 0 重量％であることがより好ましい。 9 0 重量％を超ぇ

ると、粘着剤の凝集力が著 しく低下する場合があり、 4 0 重量％未満である

と、初期接着性が低下する原因となり好ましくない。

[0029] また、前述の （メタ）アクリル系ポリマーが、前述の炭素数 1 ~ 1 4 のァ

ルキル基を有する （メタ）アクリル系モノマ一以外に、ホイール用保護フィ

ル厶の性能を損なわない範囲で、他のモノマ一成分を含有 してもよく、例え

ば、 ヒドロキシル基含有モノマーが用いることができる。前述のヒドロキシ

ル基含有モノマ一を使用することにより、架橋剤との架橋性が高くなり、糊

残りを防止することができ、有効である。前述のヒドロキシル基含有モノマ

—として、例えば、 2 —ヒドロキシェチル （メタ）ァクリレー 卜、 2 —ヒド

ロキシプロピル （メタ）ァクリレー 卜、 4 —ヒドロキシプチル （メタ）ァク

リレー 卜、 2 —ヒドロキシへキシル （メタ）ァクリレー 卜、 6 —ヒドロキシ

へキシル （メタ）ァクリレー 卜、 8 —ヒドロキシ才クチル （メタ）ァクリレ

— 卜、 1 0 —ヒドロキシデシル （メタ）ァクリレー 卜、 1 2 —ヒドロキシラ

ゥリル （メタ）ァクリレー 卜、 （4 —ヒドロキシメチルシクロへキシル）メ

チルァクリレ一 卜、 N —メチロール （メタ）アクリルアミ ド、 N —ヒドロキ

シ （メタ）アクリルアミ ド、 ビニルアルコール、ァリルアルコール、 2 —ヒ

ドロキシェチルビ二ルェ一テル、 4 —ヒドロキシプチルビ二ルェ一テル、ジ

エチレングリコ一ルモノビ二ルェ一テルなどがあげられる。中でも、 2 —ヒ



ドロキシェチル （メタ）ァク リレー 卜や、 2 —ヒ ドロキシへキシル （メタ）

ァク リレー 卜などが好適に用い られる。

[0030] 本実施の形態において、前述の ヒ ドロキシル基含有モ ノマ 一 は、単独で使

用 してもよ く、 また 2 種以上を混合 して使用 してもよいが、モ ノマ 一全体に

対する前述の ヒ ドロキシル基含有モ ノマ 一の含有量は、 1 ~ 3 0 重量％が好

ま しく、 2 ~ 2 0 重量％であることがより好ま しく、 3 ~ 1 0 重量％が特 に

好ま しい。 3 0 重量％を超えると、初期接着性が低下する場合があ り、 1 重

量％未満であると、粘着剤の凝集力が著 しく低下する原因とな り、好ま しく

ない。

[0031 ] さ らに、上記炭素数 1 ~ 1 4 のアルキル基を有する （メタ）ァク リレー 卜

や、 ヒ ドロキシル基含有モ ノマ 一 と共重合可能な ビニル系モ ノマ 一 を含有す

ることもできる。例えば、スル ホン酸基含有モ ノマ 一、 リン酸基含有モ ノマ

― 、 シ ァ ノ基含有モ ノマ 一、 ビニル エ ステル モ ノマ 一、 芳香族 ビニル モ ノマ

一などの凝集力 耐熱性向上成分や、 カルボキシル基含有モ ノマ ー、酸無水

物基含有モ ノマ 一、 アミ ド基含有モ ノマ 一、 アミノ基含有モ ノマ 一、 イミ ド

基含有モ ノマ 一、 エポキシ基含有モ ノマ 一、 ビニルエーテルモ ノマ 一などの

接着力向上や架橋化基点 と してはた らく官能基を有する成分、並びに、その

他のアルキル基を有する （メタ）アク リル系モ ノマ 一などを適宜用いること

ができる。 これ らのモ ノマ 一化合物は単独で使用 してもよ く、 また 2 種以上

を混合 して使用 してもよい。

[0032] 上記スルホン酸基含有モノマ 一 と しては、例えば、スチ レンスルホン酸、

ァ リルスルホン酸、 2 _ ( メタ）アク リルアミ ド_ 2 _ メチル プロパ ンスル

ホン酸、 （メタ）アク リルアミ ドプロパ ンスルホン酸、スルホプロピル （メ

タ）ァク リレー 卜、 （メタ）ァク リロイル才キシナフタ レンスルホン酸など

があげられる。

[0033] 上記 リン酸基含有モ ノマ 一 と しては、例えば、 2 —ヒ ドロキシェチルァク

リロイルホスフエ一 卜があげられる。

[0034] 上記シァノ基含有モノマ 一 と しては、例えば、 アク リロニ トリル、 メタク



リロ二 トリルなどがあげられる。

[0035] 上記ビニルエステルモノマ一としては、例えば、酢酸ビニル、プロピオン

酸ビニル、ラウリン酸ビニル、ビニルピロリドンなどがあげられる。

[0036] 上記芳香族ビニルモノマ一としては、例えば、スチレン、クロロスチレン

、クロロメチルスチレン、 —メチルスチレン、ベンジル （メタ）ァクリレ

一 卜などがあげられる。

[0037] 上記カルボキシル基含有モノマ一としては、例えば、アクリル酸、メタク

リル酸、カルボキシェチル （メタ）ァクリレー 卜、カルボキシペンチル （メ

タ）ァクリレー 卜、ィタコン酸、マレイン酸、フマル酸、クロトン酸などが

あげられる。中でも、特にアクリル酸、およびメタクリル酸が好ましく用い

られる。

[0038] 上記酸無水物基含有モノマーとしては、例えば、無水マレイン酸、無水ィ

タコン酸などがあげられる。

[0039] 上記アミド基含有モノマ一としては、例えば、アクリルアミド、メタクリ

ルアミド、ジェチル （メタ）アクリルアミド、 Ν — ビニルピロリドン、 Ν —

ビニル一 2 —ピロリドン、 Ν — (メタ）ァクリロイルピロリドン、 Ν ，Ν -

ジメチルアクリルアミド、 Ν ，Ν —ジメチルメタクリルアミド、 Ν ，Ν —ジ

ェチルアクリルアミド、 Ν ，Ν —ジェチルメタクリルアミド、 N，N ' —メ

チレンビスアクリルアミド、 Ν ，Ν —ジメチルァミノプロピルアクリルアミ

ド、 Ν ，Ν —ジメチルァミノプロピルメタクリルアミドなどがあげられる。

[0040] 上記アミノ基含有モノマ一としては、例えば、 Ν ，Ν —ジメチルアミノエ

チル （メタ）ァクリレー 卜、 Ν ，Ν —ジメチルァミノプロピル （メタ）ァク

リレー 卜、 Ν — (メタ）ァクリロイルモルホリン、 （メタ）アクリル酸アミ

ノアルキルエステルなどがあげられる。

[0041 ] 上記イミド基含有モノマ一としては、例えば、シクロへキシルマレイミド

、イソプロピルマレイミド、 Ν —シクロへキシルマレイミド、ィタコンイミ

ドなどがあげられる。

[0042] 上記エポキシ基含有モノマ一としては、例えば、グリシジル （メタ）ァク



リレー 卜、ァリルグリシジルエーテルなどがあげられる。

[0043] 上記 ビニルエーテルモノマ一としては、例えば、メチルビ二ルェ一テル、

ェチルビ二ルェ一テル、ィソプチルビ二ルェ一テルなどがあげられる。

[0044] 本実施の形態において、共重合可能なビニル系モノマ一は、単独で使用 し

てもよく、また 2 種以上を混合 して使用 してもよいが、全体としての含有量

は （メタ）アクリル系ポリマーのモノマ一成分全体において、 1 ~ 5 0 重量

%が好ましく、 5 ~ 4 0 重量％であることがより好ましい。 5 0 重量％を超

えると、初期接着性が低下する場合があり、 1重量％未満であると、粘着剤

の凝集力が著 しく低下する場合があり好ましくない。

[0045] また、粘着性能のバランスが取りやすい理由から、上記 （メタ）アクリル

系ポリマーのガラス転移温度 （T g ) が 0 °C以下 （通常— 1 0 0 °C以上）、

好ましくは一 1 0 °C以下であり、より好ましくは一2 0 °C以下である。ガラ

ス転移温度が 0 °C より高い場合、ポリマ一が流動 しにくく被着体への濡れが

不十分となり、自動車ホイールと保護フイルムの粘着剤層との間に発生する

フクレの原因となる傾向がある。なお、 （メタ）アクリル系ポリマーのガラ

ス転移温度 （T g ) は、用いるモノマ一成分や組成比を適宜変えることによ

り上記範囲内に調整することができる。なお、ガラス転移温度 （T g ) (°C

) は、一般的な値を採用 してよく、例えば、 P o l y m e r H a n d b o

o k F o u t h E d i t i o n ( J . B r a n d u ら編、 1 9 9 9

J o h n W i l e y & S o n s , l n c ) V I 章 1 9 8 項から2 5

3 項に記載されている数値等を用いることができる。また、新規ポリマーの

場合には、粘弾性測定法 （剪断法、測定周波数 ：1 H z ) における損失正接

( t a n ) のピーク温度をガラス転移温度 （T g ) として採用すればよい

[0046] このような上記 （メタ）アクリル系ポリマーの製造は、公知の方法で水分

散系重合、特に乳化重合させることにより得 られる。反応は窒素などの不活

性ガス気流下で、通常、 6 0 ~ 8 0 °C程度で、 4 ~ 1 0 時間程度行われる。

[0047] 本実施の形態に用いられる乳化重合用開始剤としては、例えば、 2 ， 2 '



—ァゾビスイソプチロニ トリル、 2 ， 2 ' —ァゾビス （2 —アミジノプロパ

ン）ジヒドロクロライ ド、 2 ， 2 ' —ァゾビス [ 2 — ( 5 —メチル一 2 —ィ

ミダゾリン一2 _ ィル）プロパン] ジヒドロクロライ ド、 2 ， 2 ' —ァゾビ

ス （2 —メチルプロピオンアミジン）二硫酸塩、 2 ， 2 ' —ァゾビス （N，

N ' —ジメチレンイソプチルアミジン）、 2 ， 2 ' —ァゾビス [ N — ( 2 -

カルボキシェチル）_ 2 _ メチルプロピオンアミジン] ハイ ドレ一 卜 （和光

純薬製、 V A —0 5 7 ) などのァゾ系開始剤、過硫酸カリウム、過硫酸アン

モニゥ厶などの過硫酸塩、ジ （2 —ェチルへキシル）パ一才キシジ力一ボネ

— 卜、ジ （4 _ t —プチルシクロへキシル）パ一才キシジ力一ボネ一 卜、ジ

- s e c _ プチルパ一才キシジカーボネー 卜、 t —プチルパ一才キシネオデ

力ノエ一 卜、 t —へキシルパ一才キシピバ レ一 卜、 t —プチルパ一才キシピ

バ レ一 卜、ジラウロイルパ一才キシ ド、ジ一 n —才クタノィルパ一才キシ ド

、 1， 1， 3 ， 3 —テ 卜ラメチルプチルパ一才キシ_ 2 _ ェチルへキサノエ

— 卜、ジ （4 —メチルベンゾィル）パ一才キシ ド、ジベンゾィルバ一才キシ

ド、 t —プチルパ一才キシイソプチレ一 卜、 1， 1 —ジ （t _ へキシルパ一

才キシ）シクロへキサン、 t —プチルハイ ドロバ一才キシ ド、過酸化水素な

どの過酸化物系開始剤、過硫酸塩と亜硫酸水素ナ トリウムの組み合わせ、過

酸化物とァスコルビン酸ナ 卜リゥ厶の組み合わせなどの過酸化物と還元剤と

を組み合わせたレドックス系開始剤などをあげることができるが、これらに

限定されるものではない。

[0048] 上記重合開始剤は、単独で使用 してもよく、また 2 種以上を混合 して使用

してもよいが、全体としての含有量はモノマ一 1 0 0 重量部に対 して、 0 .

0 0 5 ~ 1 重量部であることが好ましく、 0 . 0 2 ~ 0 . 5 重量部であるこ

とがより好ましい。

[0049] また乳化重合用界面活性剤として、ノニオン系界面活性剤とァニオン系界

面活性剤を用いて、常法に準 じて乳化重合すればよい。この乳化重合後、通

常、アンモニア等の中和剤を用いて中和処理 し、所定の P H に調整すること

により、安定な水分散型ァクリル系ポリマ一が得 られる。



[0050] 上記のノニオン系界面活性剤には、ポ リオキシエチ レンアルキルエーテル

、ポ リオキシエチ レンアルキルフエ二ルェ一テル、才キシエチ レン一才キシ

プロピレンプロックポ リマ一、 ソル ビタン脂肪酸エステル、ポ リオキシェチ

レン脂肪酸等がある。 これ らの ノニオ ン系界面活性剤は、前記モ ノマー全量

1 0 0 重量部に対 して、通常 0 . 2 ~ 4 重量部の割合で用いられる。

[0051 ] また、上記のァニオン系界面活性剤 としては、例えば、アルキル硫酸エス

テル、アルキルベ ンゼンスルホン酸、アルキルスルホ琥珀酸塩、アルキルジ

フエ二ルェ一テルジスルホン酸塩、ポ リオキシエチ レンアルキル硫酸塩、ポ

リオキシエチ レンアルキル リン酸エステル等が挙げられる。 これ らのァニ才

ン系界面活性剤は前記モ ノマー全量 1 0 0 重量部に対 して、 0 . 1 ~ 2 重量

部の割合で用いられる。

[0052] また、本実施の形態においては、重合において連鎖移動剤を用いてもよい

。連鎖移動剤を用いることにより、アクリル系ポ リマーの分子量を適宜調整

することができる。

[0053] 連鎖移動剤 としては、例えば、ラウリルメルカブタン、 グリシジルメル力

ブタン、メルカプ ト酢酸、 2 _ メルカプ トエタノール、チ才グリコール酸、

チ才ダルコール酸 2 —ェチルへキシル、 2 ， 3 —ジメルカプ ト_ 1 _ プロパ

ノールなどがあげられる。

[0054] これ らの連鎖移動剤は、単独で使用 してもよく、 また 2 種以上を混合 して

使用 してもよいが、全体 としての含有量はモノマ一 1 0 0 重量部に対 して、

0 . 0 1 ~ 0 . 重量部程度である。

[0055] 本実施の形態に係る水分散型粘着剤組成物には、光安定剤が必須成分 とし

て含有される。水分散型粘着剤組成物中に光安定剤を含有させることで、保

護 フィル厶をホイ一ルに長期間貼付 した後に剥がす場合における糊残 り防止

性を大幅に向上させることができる。

[0056] 上記光安定剤 としては、例えば、 ヒンダ一 ドアミン系光安定剤やべ ンゾェ

- 卜系光安定剤などの光安定剤を適宜使用することができる。中でも特に、

ヒンダ一 ドアミン系光安定剤 （H A L S : H i n d e r d A m i n e L i



g h t S t a b i I i z e r ) を使用する場合には、耐侯性をより向上させ

ることができるため、光安定剤のプリ一 ドによって、粘着力が低下 して しま

うことをより防止することができる。そして、その結果、保護フイルムをホ

ィ一ルに貼 り付けた後、長期間保管 した場合であっても、粘着力を十分に保

持することができるため、粘着力の低下によって走行中にホィ一ルからフィ

ル厶が剥がれることを十分に防止することができる。また、長期間保管後の

糊残りを十分に防止することができる。

[0057] 前述のヒンダ一 ドアミン系光安定剤としては、例えば、例えば、 ビス_ (

2 , 2 , 6 ， 6 —テ 卜ラメチル_ 4 —ピペ リジル）セバケ一 卜、 [ コハク酉愛

ジメチル一 1 _ ( 2 —ヒドロキシェチル）_ 4 —ヒドロキシ_ 2 ， 2 , 6 ，

6 —テ 卜ラメチルピペ リジン] 縮合物、 1， 2 ， 2 , 6 ， 6 _ ペンタメチル

_ 4 —ピペ リジル— トリデシル— 1， 2 ，3 ，4 —ブタンテ トラカルボキシ

レ一 卜、 1， 2 ， 2 , 6 ， 6 _ ペンタメチル_ 4 —ピペ リジノールおよび 3

， 9 _ ビス （2 —ヒドロキシ_ 1， 1 —ジメチルェチル）_ 2 ，4 ， 8 ，

0 —テ トラスピロ [ 5 ， 5 ] ゥンデカンとブタンテ 卜ラカルボン酸とのエス

テル等をあげることができる。これらの光安定剤は、単独で用いてもよく、

2 種以上を併用 してもよい。

[0058] また、前述のヒンダ一 ドアミン系光安定剤としては、例えば、チバ ジャ

パン社製のT I N U V I N 7 6 5 、旭電化社製のアデカスタブL A _ 8 2

、 L A —8 7 などの反応型、へキス 卜 ジャパン社製のホスタビンN —2 0

、吉富ファインケミカル社製の トミソープ7 7 や、三共ライフテック社製の

サノール L S - 7 7 0 などのモノマ一タイプ、 ビ一ェ一エスエフ ジャパン

社製のU v i n a I 5 0 5 0 H などのオ リゴマータイプのものがあげられる

[0059] 上記粘着剤層において、上記光安定剤の含有量は、粘着剤層中に含まれる

アクリル系粘着剤の樹脂固形分 1 0 0 重量部に対 して、 0 . 0 5 ~ 5 重量部

であることが好ましく、 0 . 0 5 ~ 3 重量部であることがより好ましい。 0

. 0 5 重量部未満であると、耐侯性を向上させる効果を得ることができない



おそれがある。 5 重量部 を超えると、光安定剤がプ リ一 ドするおそれがある

[0060] 本実施の形態において用い られる粘着剤組成物は、上記の （メタ）ァク リ

ル系ポ リマ一を、架橋剤 を用いて架橋することにより、 より耐候性 ' 耐熱性

などに優れたものを得 ることができ、有効である。本発明に用い られる架橋

剤 と しては、上記の官能基含有 （メタ）アク リル系モノマ一の官能基 と反応

(結合形成）可能な官能基を少な くとも 2 つ以上分子内に有する化合物が用

い られ、イソシァネ一 卜化合物、エポキシ化合物、才キサゾ リン化合物、 メ

ラミン系樹脂、 ァジ リジン誘導体、および金属キ レ一 卜化合物などが用いる

ことができ、中でも特 に才キサゾ リン化合物 を使用することが好ま しい態様

である。なお、 これ らの化合物は単独で用いてもよい し、組み合わせて用い

てもよい。

[0061 ] この うち、イソシァネ一 卜化合物 と しては、 トリレンジイソシァネ一 卜、

キシ レンジィソシァネ一 卜などの芳香族ィソシァネ一 卜、ィソホロンジィソ

シァネ一 卜などの脂環族ィソシァネ一 卜、へキサメチ レンジィソシァネ一 卜

などの脂肪族ィソシァネ一 卜、乳化型ィソシァネ一 卜などがあげられる。

[0062] よ り具体的なィソシァネ一 卜化合物 と しては、 プチ レンジィソシァネ一 卜

、へキサメチ レンジイソシァネ一 卜などの低級脂肪族ポ リイソシァネ一 卜類

、シクロペ ンチ レンジイソシァネ一 卜、シクロへキシ レンジイソシァネ一 卜

、イソホロンジイソシァネ一 卜などの脂環族イソシァネ一 卜類、 2 ， 4 _ 卜

リレンジイソシァネ一 卜、 4 ， 4 ' —ジフエニルメタンジイソシァネ一 卜、

キシ リレンジイソシァネ一 卜などの芳香族ジイソシァネ一 卜類、 卜リメチロ

—ル プロパ ン/ トリレンジイソシァネ一 卜3 量体付加物 （日本ポ リウレタン

工業製、商品名 コロネ一 卜L ) 、 卜リメチロール プロパ ン/ へキサメチ レン

ジイソシァネ一 卜3 量体付加物 （日本ポ リウレタン工業製、商品名 コロネ一

卜H L ) 、へキサメチ レンジイソシァネ一 卜のイソシァヌレ一 卜体 （日本ポ

リウレタン工業製、商品名 コロネ一 卜H X ) な どのイソシァネ一 卜付加物、

自己乳化型ポ リイソシァネ一 卜 （日本ポ リウレタン工業製、商品名アクアネ



— 卜2 0 0 ) などがあげられる。これらのイソシァネ一 卜化合物は単独で使

用 してもよく、また 2 種以上を混合 して使用 してもよい。

[0063] 才キサゾリン化合物としては、例えば、 2 —才キサゾリン、 3 —才キサゾ

リン、 4 —才キサゾリン、 5 —ケ 卜_ 3 —才キサゾリン、ェポクロス （日本

触媒製）などがあげられる。これらの化合物は単独で用いてもよいし、組み

合わせて用いてもよい。

[0064] エポキシ化合物としては、例えば、 N，N，N ' ，N ' —テ 卜ラグリシジ

ル—m—キシレンジァミン （商品名 T E T R A D _ X 、三菱瓦斯化学製）や

1，3 _ ビス （N，N —ジグリシジルアミノメチル）シクロへキサン （商品

名 T E T R A D —C、三菱瓦斯化学製）、テ 卜ラグリシジルジアミノジフエ

ニルメタン、 卜リグリシジル_ p —アミノフエノール、ジグリシジルァニリ

ン、ジグリシジル— o ― 卜ルイジンなどのポリダリシジルァミン化合物など

があげられる。これらの化合物は単独で用いてもよいし、組み合わせて用い

てもよい。

[0065] メラミン系樹脂としてはへキサメチロールメラミン、水溶性メラミン系樹

脂などがあげられる。

[0066] アジリジン誘導体としては、例えば、市販品としての商品名 H D U (相互

薬ェ製）、商品名 T A Z M (相互薬ェ製）、商品名 T A Z O (相互薬ェ製）

などがあげられる。これらの化合物は単独で用いてもよいし、組み合わせて

用いてもよい。

[0067] 金属キレ一 卜化合物としては、金属成分としてアルミニウム、鉄、スズ、

チタン、ニッケルなど、キレ一 卜成分としてアセチレン、ァセ 卜酢酸メチル

、乳酸ェチルなどがあげられる。これらの化合物は単独で用いてもよいし、

組み合わせて用いてもよい。

[0068] これらの架橋剤の含有量は、架橋すべき （メタ）アクリル系ポリマーとの

バランスにより、さらには、ホイール用保護フイルムとして、適宜選択され

る。 （メタ）アクリル系ポリマーの凝集力により十分な耐候性、耐熱性を得

るためには、上記 （メタ）アクリル系ポリマ一 1 0 0 重量部に対 して、 0 .



1 ~ 6 重量部含有することが好ま しく、 0 . 2 ~ 4 重量部含有 されているこ

とがより好ま しく、 0 . 4 ~ 3 重量部含有 されていることが特 に好ま しい。

架橋剤の含有量が 0 . 1 重量部 よりも少ない場合、架橋剤 による架橋形成が不

十分 とな り、粘着剤層の凝集力が小さ くな り、糊残 りの原因となる傾向があ

る。一方、含有量が 6 重量部 を超える場合、粘着剤層の初期接着力が不足 し

、 また、ポ リマーの凝集力が大 きく、流動性が低下 し、被着体への濡れが不

十分 となって、剥がれの原因となる傾向がある。

[0069] 本実施の形態のホ イール 用保護 フ イル ム に耐候性 を付与するため、粘着剤

層に紫外線吸収剤 または酸化防止剤 を添加することもできる。 これ ら紫外線

吸収剤や酸化防止剤は、単独で使用 してもよ く、 また 2 種以上を混合 して使

用 してもよい。前述の紫外線吸収剤や酸化防止剤 を使用することにより、本

実施の形態のホイ一ル用保護 フィル厶をホイ一ルに貼 り付けた状態での長期

間保管後 において、 フイルムの剥がれ、糊残 りをさらに効果的に防止するこ

とができる。

[0070] 上記紫外線吸収剤 と しては、例えば、ベ ンゾ 卜リアゾ一ル系紫外線吸収剤

、 卜リアジン系紫外線吸収剤、ベ ンゾフエノン系紫外線吸収剤、サ リチ レ一

卜系紫外線吸収剤、シァノアク リレー 卜系紫外線吸収剤等をあげることがで

きる。

[0071 ] 上記紫外線吸収剤の具体例 と しては、例えば、 2 —ヒ ドロキシ _ 4 —メ 卜

キシベ ンゾフエノン、 2 —ヒ ドロキシ一4 _ n —才クチル才キシベ ンゾフエ

ノ ン、 2 _ ( 2 ， 一 ヒ ドロキ シ 一 5 ' —メチル フ エ二ル ）ベ ンゾ 卜リア ゾ一

ル、 - ( 2 ， 一ヒ ドロキシ一 3 ' _ t —プチル 一 5 ' —メチル フエ二ル）

— 5 — クロ口べ ンゾ 卜リアゾ一ル、 2 — [ 2 — ヒ ドロキシ一 3 ， 5 — ビス （

, —ジ メチル ベ ンジル ） フ エニル ] _ 2 Η —ベ ンゾ 卜リア ゾ一ル、 2 ，

2 ' —メチ レンビス [ 4 — ( 1 ， 1 ， 3 ， 3 —テ トラプチル） _ 6 _ ( 2 Η

—ベ ンゾ 卜リア ゾ一ル ） ] 、 2 _ ( 4 ， 6 —ジフ エニル _ 1 ， 3 ， 5 — トリ

ァジ ン _ 2 _ ィル ） _ 5 _ [ (へ キ シル ） 才 キ シ ] — フ エ ノール、 2 ， 4 -

ジ— t —プチル フエニル — 3 ， 5 _ ジ— t —プチル _ 4 _ ヒ ドロキシベ ンゾ



ェ一 卜、 4 _ t —プチルフエ二ルサ リチレ一 卜、ェチル_ 2 _ シァノ_ 3 ，

3 —ジフエ二ルァクリレー 卜等をあげることができる。これらの紫外線吸収

剤は、単独で用いてもよく、 2 種以上を併用 してもよい。

[0072] 上記紫外線吸収剤の中でもでも、ベンゾ 卜リァゾール系紫外線吸収剤を使

用することが好ましい。ベンゾ トリァゾ一ル系紫外線吸収剤を用いる場合に

は、耐侯性をより向上させることができるため、紫外線吸収剤のプリ一 ドに

よって、粘着力が低下 して しまうことをより防止することができる。そして

、その結果、保護フイルムをホイールに貼 り付けた後、長期間保管 した場合

であっても、粘着力を十分に保持することができるため、粘着力の低下によ

つて走行中にホイ一ルからフィル厶が剥がれることを十分に防止することが

できる。また、長期間保管後の糊残りを十分に防止することができる。

[0073] 上記粘着剤層において、紫外線吸収剤の含有量は、上記粘着剤層中に含ま

れるアクリル系粘着剤の樹脂固形分 1 0 0 重量部に対 して、 0 . 0 5 ~ 2 重

量部であることが好ましく、 0 . 1 ~ 1 . 5 重量部であることがより好まし

し、。 0 . 0 5 重量部未満であると、耐侯性を向上させる効果を得ることがで

きないおそれがある。 2 重量部を超えると、紫外線吸収剤がプリ一 ドするお

それがある。

[0074] 酸化防止剤としては、例えば、 ヒンダ一 ドフエノ一ル系酸化防止剤、 リン

系加工熱安定剤、ラク トン系加工熱安定剤、ィ才ゥ系耐熱安定剤など公知の

酸化防止剤を適宜使用することができる。これらの酸化防止剤は単独で使用

してもよく、また 2 種以上を混合 して使用 してもよい。

[0075] 上記酸化防止剤の添加量は、各樹脂層のベースポリマ一 1 0 0 重量部に対

して、 3 重量部以下が好ましく、より好ましくは 1重量部以下、更に好まし

くは0 . 0 1 ~ 0 . 5 重量部程度である。

[0076] また、更に上記粘着剤組成物には、粘着付与剤を添加 してもかまわない。

前述の粘着付与剤としては特に限定されず、従来粘着剤に用いられているも

のを使用することができ、例えば、キシレン樹脂、ロジンや重合ロジン、水

添ロジン、ロジンエステル等の変性ロジン系樹脂 ；テルペン樹脂、テルペン



フエノール樹脂、ロジンフエノール樹脂等のテルペン系樹脂 ；脂肪族系、芳

香族系および脂環式系石油樹脂 ；クマロン樹脂、スチレン系樹脂、アルキル

フエノール樹脂等をあげることができる。中でも、アルミホイール等の自動

車ホイ一ルとの接着性に優れる点から、ロジン系樹脂、芳香族石油樹脂、テ

ルペンフエノール樹脂が好ましい。これらは、単独で用いてもよく、 2 種以

上を併用してもよい。

[0077] 上記粘着剤層において、上記粘着付与剤の含有量は、上記粘着剤層中に含

まれるアクリル系粘着剤の樹脂固形分 1 0 0 重量部に対して、 1 ~ 1 0 0 重

量部であることが好ましく、より好ましくは5 ~ 5 0 重量部である。 1重量

部未満であると、粘着剤層の接着力が不十分となるおそれがある。 1 0 0 重

量部を超えると、自動車ホイールから保護フイルムを剥がす際に、ホイール

からフイルムをきれいにはく離させることができず、ホィ一ル上に糊が残つ

てしまうおそれがある。

[0078] 更に上記粘着剤組成物には、その他の公知の添加剤を含有していてもよく

、例えば、着色剤、顔料などの粉体、染料、界面活性剤、可塑剤、表面潤滑

剤、レべリング剤、界面活性剤、軟化剤、帯電防止剤、無機または有機の充

填剤、金属粉、粒子状、箔状物などを使用する用途に応じて適宜添加するこ

とができる。また、これらの任意成分の配合量は、表面保護材の分野で通常

用いられている使用量を用いることができる。

[0079] 本実施の形態のホイール用保護フイルムの製造方法としては、基材層上に

粘着剤層を形成する方法が使用できる。例えば、上記水分散型粘着剤組成物

をはく離処理したセパレ一タ一などに塗布し、水分などを乾燥除去して粘着

剤層を基材層に形成する方法、または基材層上に上記水分散型粘着剤組成物

を塗布し、水分などを乾燥除去して粘着剤層を基材層に形成する方法などに

より作製される。その後、粘着剤層の成分移行の調整や架橋反応の調整など

を目的として養生 （エージング処理）を行ってもよい。

[0080] また、本実施の形態の粘着剤層の形成方法としては、表面保護フイルムの

製造に用いられる公知の方法が用いられる。具体的には、例えば、口一ルコ



— 卜、キス口一ルコ一 卜、グラビアコ一 卜、 リバ一スコ一 卜、ロールプラッ

シュ、スプレーコ一 卜、ディップ口一ルコ一 卜、バーコ一 卜、ナイフコ一 卜

、エア一ナイフコ一 卜、ダイコ一タ一等による押 し出しコ一 卜法などの方法

があげられる。

[0081 ] 前述の粘着剤層の厚さは、特に制限されず、適宜選択されるが、例えば、

3 ~ 5 O mであることが好ましく、より好ましくは、 5 ~ 4 0 m である

。これにより、粘着剤層と自動車用ホイールとの密着性および接着力を向上

させることができる。 3 m未満であると、十分な密着性および接着力を得

ることができないおそれがある。 5 0 m を超えても、効果の向上は望めず

、経済的に不利となるおそれがある。

[0082] また、上記粘着剤層の表面にはコロナ処理、プラズマ処理、紫外線処理な

どの表面処理を行つてもよい。

[0083] 本実施の形態のホイ一ル用保護フイルムに用いられる粘着剤層表面が、露

出する場合には、実用に供されるまではく離処理 したシ一 卜 （はく離シ一 卜

、セパレ一タ一、はく離ライナ一）で粘着剤層を保護 してもよい。

[0084] セパレ一タ一 （はく離シ一 卜、はく離ライナ一）の構成材料としては、例

えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレンテレフタレ一 卜、ポリ

エステルフイルムなどのプラスチックフイルム、紙、布、不織布などの多孔

質材料、ネット、発泡シ一 卜、金属箔、およびこれらのラミネー ト体などの

適宜な薄葉体などをあげることができるが、はく離時の作業性や打ち抜き加

ェ性の観点から紙が好適に用いられる。

[0085] そのフイルムとしては、上記粘着剤層を保護 し得るフイルムであれば特に

限定されず、例えば、ポリエチレンフイルム、ポリプロピレンフイルム、ポ

リプテンフイルム、ポリブタジエンフイルム、ポリメチルペンテンフイルム

、ポリ塩化ビニルフイルム、塩化ビニル共重合体フイルム、ポリエチレンテ

レフタレ一 トフィル厶、ポリプチレンテレフタレ一 トフィル厶、ポリウレタ

ンフイルム、エチレン—酢酸ビニル共重合体フイルムなどがあげられる。

[0086] 上記セパレ一ターの厚みは、通常 5 ~ 2 0 0 Ί、好ましくは 5 ~ 1 0 0



m 程度である。

[0087] 上記セパ レ一ターには、必要に応 じて、シ リコーン系、 フッ素系、長鎖ァ

ルキル系若 しくは脂肪酸アミ ド系の離型剤、シ リカ粉等による離型および防

汚処理や、塗布型、練 り込み型、蒸着型などの帯電防止処理もすることもで

きる。特に、上記セパ レ一タ一の表面にシ リコーン処理、長鎖アルキル処理

、 フッ素処理などのは く離処理を適宜行 うことにより、上記粘着剤層か らの

は く離性をより高めることができる。

[0088] なお、上記の製造方法において、は く離処理 したシ一 卜 （は く離シ一 卜、

セパ レ一タ一、は く離ライナ一）は、そのままホイール用保護 フイルムのセ

パ レ一ターとして用いることができ、工程面における簡略化ができる。

[0089] また、本実施の形態のホイ一ル用保護 フイルムは、上記の構成を有する粘

着剤層を基材層の片面に形成 してなるものである。

[0090] なお、本発明において、 フイルムとは、平面状の材料を意味 し、通常、テ

—プ、シ一 卜とよばれるものを含む。

[0091 ] (基材層）

本実施の形態に係る基材層 としては、耐候性 （耐水性、耐湿性、耐熱性な

ど）、耐衝撃性 （引裂強度など）および、透明性の観点か ら、ポ リエチ レン

系樹脂か らなるポ リエチ レン系樹脂層を用いることが好ま しい。ポ リエチ レ

ン系樹脂層 としては、例えば、エチ レン系ポ リマ一 （低密度、高密度、 リニ

ァ低密度ポ リエチ レン樹脂等）、エチ レン ' 才 レフ ィン共重合体などの才

レフイン系ポ リマ一、エチ レン 酢酸 ビニル共重合体、エチ レン ' メタクリ

ル酸メチル共重合体、エチ レン プロピレン共重合体、エチ レン プロピレ

ン 才 レフィン共重合体などのエチ レンと他モノマーとの才 レフィン系ポ

リマ一などか らなる樹脂層があげられ、特に、低密度ポ リエチ レン樹脂か ら

なることがより好ま しい。 これ らのポ リエチ レン層を用いることにより、耐

候性、耐衝撃性、および、透明性の観点において好ま しいものとなる。

[0092] また、上記基材層 としては、特に、低密度ポ リエチ レン樹脂のみか らな り

、単一層であることがより好ま しい態様である。ポ リエチ レンとポ リプロピ



レンなどの異種複数種のポリオレフィン樹脂を配合して形成された基材層は

、脆くなり、フイルム（表面保護フイルム）をはく離する際に、裂けるという

問題が生じるおそれがある。また、高速でのはく離の際に、特に基材層の裂

けが発生するため、好ましくない。

[0093] また、上記基材層は樹脂を延伸したものであっても、無延伸のものでもよ

し、。また、上記ポリエチレン系樹脂層は単独で使用してもよく、また2 種以

上を貼り合わせて使用してもよい。

[0094] 上記基材層の厚さは、特に限定されないが、例えば、 1 0 ~ 2 0 0 mが

好ましく、 3 0 ~ 1 5 0 mであることがより好ましい。 1 O m未満では

貼り付け作業性に劣り、 2 0 0 mを超えると曲面への追従性に劣る傾向に

ある。

[0095] また、他の樹脂層、粘着剤層、下塗り剤等との密着性を向上させるため、

基材層 （または各樹脂層）の表面には、コロナ処理、プラズマ処理、紫外線

処理などの表面処理を行ってもよい。また、基材層 （樹脂層）には背面処理

を行ってもよし、。

[0096] また、耐候性の観点より、本発明の透明性等を損なわない範囲内で、上記

基材層にも、耐候安定剤を用いた処理を適宜行うことができる。

[0097] 上記耐候安定剤 （紫外線吸収剤、光安定剤、酸化防止剤）を用いた処理は

、上記樹脂層表面に塗布処理、または転写処理、上記樹脂層への練り込み等

によって行うことができる。

[0098] また、本実施の形態の効果を損なわない範囲内で、上記基材層に難燃剤、

不活性無機粒子、有機粒子、滑剤、帯電防止剤、顔料など任意の添加剤も配

合することができる。

[0099] また、本実施の形態は、特に自動車ホイ一ル用の表面保護フイルムに用い

るため、基材層として耐熱性および耐溶剤性を有するとともに可撓性を有す

る樹脂フィル厶であることが好ましい。基材層が可撓性を有することにより

、口一ルコ一タ一などによって粘着剤組成物を塗布することができ、ロール

状に巻き取ることができる。



[01 00] また、上記基材層 には、必要 に応 じて、 シ リコー ン系、 フッ素系、長鎖 ァ

ルキル系若 しくは脂肪酸 アミ ド系の離型剤、 シ リカ粉等 による離型および防

汚処理や酸処理、 アル カ リ処理、 プライマ一処理、塗布型、練 り込み型、蒸

着型な どの静電防止処理 をすることもで きる。

[01 0 1 ] また、上記基材層 には、必要 に応 じて、表面 コ一 卜層、例 えば、ハー ドコ

- 卜層ゃ ソフ トコ一 卜層 を適宜設 けることもで きる。 そのような例 と しては

、 シ リコー ン系、 メラミン系、 ウ レタン系、 シラン系、 ァク リレー 卜系な ど

の熱硬化型若 しくは化学反応硬化型の表面 コ一 卜層 をあげることがで きる。

これによ り、耐擦傷性、耐薬品性、耐候性、防曇性な どにおいて、 よ り優れ

た自動車ホイール用の表面保護 フイルム とすることがで きる。

[01 02] また、本実施の形態のホイール用保護 フ イル ム は、上記粘着剤層や基材層

を使用することによ り、耐候性、接着信頼性、透明性、 および耐衝撃性 に優

れた機能 を有するため、屋外等での長期保管、流通過程 を経 るホイール用保

護 フィル厶に適 したもの となる。

[01 03] 本実施の形態 に係 るホイ一ル用保護 フ イル ム は、粘着剤層 をアク リル ク リ

ァ一塗装パネル （厚 さ 2 m m のスチール製塗装板 を準備 し、 このスチール製

塗装板表面 に、 ァク リル メラミン塗料 （スーパ一ラック 5 0 0 0 A W - 0

ク リア一、 日本ペイン ト社製）を、 スプ レーガンを用いて均一に塗布 し、 1

5 0 °C で 1 時間乾燥 させたもの）に貼 り付 けた状態で、 キセ ノンウエザーメ

—タを 3 0 0 時間照射 した場合 に、 ァク リル ク リァ一塗装パネルか ら粘着剤

層 をは く離速度 3 0 m / m i n では く離 した ときの 1 8 0 ° 引 き剥が し粘着

力が 2 0 N / 2 0 m m以下、好 ま しくは 5 ~ 1 8 N / 2 0 m m であることが

望 ま しい。

[01 04] また、本実施の形態 に係 るホイ一ル用保護 フ イル ム は、全光線透過率が 5

0 % 以上、好 ま しくは、 6 0 % 以上 9 9 % 以下であることが望 ま しい。

[01 05] なお、本実施の形態 において、ホイ一ル用保護 フ イル ム とは、屋内 屋外

にて自動車等のホイール表面 を保護するフイルムを意味 し、例 えば、小型 自

動車、普通乗用車、大型 自動車、特殊車両、重機、 またはオー トバイな どの



各種車両 に使用されるホイ一ル表面の保護、 および、ホイールの内面側のデ

イスクプ レ一キの防錡効果 を発揮するために用い られるものを含むものであ

る。

[01 06] 上記ホイール用保護 フイルムを貼 り付 ける自動車ホイールの素材 と しては

、ホイールの素材 と して用い られているものであれば特 に限定されず使用す

ることがで きる。 中でも、貼 り付 けた状態で長期間保管 した後 において、粘

着力が比較的大 きく、糊残 りを十分 に防止することがで きる点か ら、 アル ミ

ホイ一ルゃスチールホイ一ルであることが好 ま しい。

実施例

[01 07] 以下、本実施の形態の構成 と効果 を具体的に示す実施例等 について説明す

るが、本発明はこれ らに限定されるものではない。なお、実施例等 における

評価項 目は下記のように して測定を行 つた。

[01 08] [ 実施例 1 ]

(水分散型 ァク リル系ポ リマーの調整）

冷却管、窒素導入管、温度計および撹拌装置 を備 えた反応容器 に、 プチル

ァク リレー 卜5 8 部、 プチル メタク リレー 卜4 0 部、 アク リル酸 2 . 0 部、

重合開始剤 と して 2 ， 2 ' —ァゾビス （2 —アミジノプロパ ン）ジ ヒ ドロク

口ライ ド0 . 0 3 部、 は く離助剤 と して、ポ リオキシエチ レンアルキル フエ

二ルェ一テル リン酸 2 . 4 部、乳化剤 と してポ リオキシエチ レンノニル フエ

二ルェ一テル硫酸 アンモニゥ厶 0 . 8 部 および水 1 5 0 部 を投入 して、乳化

重合 し、 1 0 重量％アンモニア水 によ り p H 8 に調整 して、水分散型 ァク リ

ル系ポ リマ一 （アク リル系ポ リマ一ェマルジ ヨン）を得た。

[01 09] (粘着剤溶液の調整）

前述の水分散型 アク リル系ポ リマーに、 その固形分 （水分散系共重合体）

1 0 0 部 あた り、才キサ ゾ リン基 を含有する水溶性架橋剤 と して 日本触媒 （

株）の商品名 「ェポクロスW S — 5 0 0 」 （才キサ ゾ リン基当量 ：2 2 0 g

s o I i d / e q . ) 2 . 0 部、光安定剤 と してチバ ジャパ ン （株）の

商品名 「丁 I N U V I N 7 6 5 」 2 . 0 部 を混合 して、水分散型粘着剤組



成物 A と した。

[01 10] ( ホ イ ール 用保護 フ イル ム の作製）

低密度 ポ リエ チ レン樹脂 （ペ トロセ ン 1 8 0 、密度 ：0 . 9 2 2 g / c m 3

、東 ソ一株式会社製）を用い、 イ ン フ レー シ ョン法で 1 6 0 °C に加熱 したダ

イスか ら押 し出 し、 7 5 m のポ リエチ レンフイルムを成膜 し、更に前記ポ

リエチ レンフ イル ム の 片面 にコロナ処理 を施 した。 このコロナ処理面 に、前

述の水分散型粘着剤 A を塗布 し、 8 0 °C で 1 分間加熱 して、厚 さ l O m の

粘着剤層 を形成 し、ホイ一ル用保護 フイルムを作製 した。

[01 11] 実施例 1で得 られた保護 フ イル ム は、基材層である低密度ポ リエチ レン樹

脂 と、基材層の一方の面 に設 け られた粘着剤層 とを有する。 この粘着剤層は

、光安定剤 を含む水分散型粘着剤組成物であるため、 タイヤやホイール に貼

り付 け られた状態で太陽光の下、長期間放置 された場合であ っても、粘着剤

層の性能低下が抑制 される。

[01 12] なお、実施例 1 で得 られる保護 フ イル ム の縦方向 （M D ) の 卜ラウザ一引

裂強度 を以下に基づ き測定 した結果、 1 1 . 5 N ( 2 3 °C X 5 0 % R H 、 弓|

弓長i 度 ：0 . 3 m m ί n ) であ った。

[01 13] ( 卜ラウザ一引裂強度）

保護 フ イル ム を、縦 1 5 O m m X 横 7 5 m m に裁断 し、更に横辺の中央か

ら直角方向（縦方向）に 7 5 m m の切 り目を入れて試験 片と し、引張試験機 （

才一 卜グラフ、島津製作所社製）の下部チャックに切 り目を入れた左部分 を

挟み、上部チャックに切 り目を入れた左部分 を挟み、引張速度 0 . 3 m / m

i n . にて、試験 片を引 き裂 き、最大の荷重 （最大応力）を読み、 卜ラウザ一

引裂強度 （N ) と した。なお、評価の際に使用する保護 フ イル ム は 2 3 ± 2

°C、 5 0 ± 5 % R H 、 4 8 時間静置 したものを使用 して、上記試験 片を作製

し、評価 した。

[01 14] [ 比較例 1 ]

(水分散型 ァク リルポ リマーの調整）

実施例 1 記載のポ リマ一を使用 した。



[01 15] (粘着剤溶液の調整）

前述のポ リマーェ マルジ ヨンに、 その固形分 （水分散系共重合体） 1 0 0

部 あた り、才キサ ゾ リン基 を含有する水溶性架橋剤 と して 日本触媒 （株）の

商品名 「ェポクロスW S _ 5 0 0 」 （才キサ ゾ リン基当量 ：2 2 0 g s o

I i d / e q . ) 2 . 0 部 を混合 して、水分散型粘着剤 B と した。

[01 16] ( ホ イ ール 用保護 フ イル ム の作製）

実施例 1 記載のポ リエ チ レン フィル 厶 の コ ロナ処理面 に前述の水分散型粘

着剤 B を塗布 し、 8 0 °C で 1 分間加熱 して、厚 さ 1 0 m の粘着剤層 を形成

し、ホイール用保護 フ イル ム を作製 した。

[01 17] [ 比較例 2 ]

(溶剤系 （メタ）アク リル系ポ リマ 一調製）

撹拌羽根、温度計、窒素 ガス導入管、冷却器 を備 えた四つ口フ ラ ス コ に、

プチル ァク リレ一 卜1 0 0 重量部、 ァク リル酸 5 重量部、重合開始剤 と して

ベ ンゾィル一パ一オキサイ ド0 . 2 重量部、 および トル エ ンを仕込み、緩や

かに撹拌 しなが ら窒素 ガスを導入 し、 フ ラ ス コ内の液温 を 6 5 °C 付近 に保 つ

て約 6 時間重合反応 を行い、 （メタ）ァク リル系ポ リマ 一溶液 （4 0 重量％

) を調整 した。

[01 18] (粘着剤溶液の調整）

前述の （メタ）アク リル系ポ リマ 一溶液 （4 0 重量％ ) を トル エ ンで 2 0

重量％に希釈 し、 この溶液 中の （メタ）アク リル系ポ リマ 一 固形分 1 0 0 重

量部あた り、 イソシァネ一 卜系化合物 （コロネ一 卜し、 日本ポ リウ レタンェ

業社製） 4 . 0 重量部、 お よび テ ル ペ ン変性 フ ヱ ノ一ル樹脂 （ス ミラ イ トレ

ジ ン P R — 1 6 0 3 N ) 2 0 重量部、 キ シ レン樹脂 （ニ カ ノール H — 8 0

、三菱瓦斯化学社製） 3 0 重量部、架橋促進剤 （E D P _ 3 0 0 、旭電化工

業社製）、耐候安定剤 と して、光安定剤 （サ ノール L S _ 7 7 0 、三共 ライ

フテ ック社製） 1 重量部 を加えて、 2 5 °C 下で約 1 分間混合撹拌 を行い、 （

メタ）ァク リル系粘着剤溶液 を調整 した。

[01 19] ( ホ イ ール 用保護 フ イル ム の作製）



実施例 1 記載のポ リエチ レンフ イル ム の コロナ処理面 に、前述の （メタ）

アク リル系粘着剤溶液 を塗布 し、 8 0 °C で 1 分間加熱 して、厚 さ l O m の

粘着剤層 を形成 し、ホイ一ル用保護 フ イル ム を作製 した。

[01 20] [ 評価 ]

実施例等で得 られた保護 フ イル ム を試験試料 と し、 それぞれに対 して、以

下の評価 を行い、評価結果 を表 1 に示 した。

[ 0 12 1 ] ( 引剥が し粘着力）

以下に示す条件下において、引剥が し粘着力を測定 した。

[01 22] 厚 さ 2 m m のス チ ール 製塗装板 を準備 し、 この ス チ ール 製塗装板表面 に、

スチールホイール用ァク リル メラミン塗料 （スーパ一ラック 5 0 0 0 A W -

1 0 ク リア一、 日本ペイン ト社製）を、 スプ レーガンを用いて均一に塗布 し

、 5 0 °C で 1 時間乾燥 させたものを被着体 （以下、 ァク リル ク リァ一塗装

パネル とも称す。） と した。次いで、前述の被着体 を、 アル コール （ェチル ァ

ル コールやイソプロピル アル コール等）を使用 して、表面 を清浄化 し、前述の

被着体 （アク リル ク リア一塗装パネル）に幅 2 O m m X 長 さ 1 0 O m m に断

裁 した保護 フ イル ム を、貼 り合わせ機 を用いて、線圧 7 8 . 5 N / c m、 0

. 3 m / m i n . にて貼 り合わせて、試験 片を作製 した。なお、評価の際に

使用する被着体、 および、保護 フ イル ム は 2 3 ± 2 °C、 5 0 ± 5 % R H の環

境下で 2 時間以上静置 したものを使用 して、下記の条件下で測定を行 った。

[01 23] は じめに、上記試験 片をプラックパネル温度 6 3 ± 3 °C、 1 2 0 分 （内 1

8 分 は降雨条件）に調整 したキセ ノン ウエザー メータ （S X 7 5 スガ

試験機株式会社製）内に 3 0 0 時間放置 した。 その後、高速は く離試験機 （

テスタ一産業社製）を用い本体 にアク リル ク リア一塗装パネル を装着 し、専

用の引張治具 に幅 2 O m m X 長 さ 1 0 O m m に断裁 貼付 した保護 フイルム

の一端 を固定 し、引張速度 3 0 m / m i n . 、 は く離角度 は 1 8 0 ° 方向に

て、引剥が し粘着力 と して測定 した。

[ 0 124] (糊残 り性）

上記試験 片をプラックパネル温度 6 3 ± 3 °C、 2 0 分 （内 1 8 分 は降雨



条件）に調整 したキセ ノン ウエザー メータ内に 3 0 0 時間放置 し糊残 り

の有無 を目視 にて、確認 した。表 1 では、糊残 りがないものを〇、糊残 りが

あるものを X と している。

[ 0 125] (全光線透過率）

上記試験 片の保護 フ イル ム をへ一ズメ一タ一 （H M — 1 5 0 、株式会社

村上色彩技術研究所 製）にて J I S K 7 3 6 1 - 1 : 1 9 9 9 に記載 さ

れる透過方式で測定 した。

[ 0 126] [ 表 1 ]

[01 27] 表 1 か ら、実施例で得 られた保護 フ イル ム は、ホイール に長期間貼 り付 け

られた状況 を考慮 した促進耐候性試験 による引 き剥が し粘着力が 2 0 N / 2

0 m m以下であ り、ホイ一ルゃタイャか ら意図せず剥がれない程度の適度な

粘着力を有 しているとともに、作業時のは く離が容易 となる弱粘着 タィプの

フ イル ム である。 これによ り、所定条件下で放置 した後であ っても、適度な

粘着力を有することとな り、過大な粘着力による作業性の低下が抑制 される

[01 28] また、実施例で得 られた保護 フ イル ム は、粘着剤層 に光安定剤 を含 ませる

ことで、ホイールか らの再 は く離の際に糊残 りしない耐久性 を維持すること

がで きる。 その結果、 は く離の際には、糊残 りもないため、作業性が向上す

る。 また、実施例で得 られる保護 フ イル ム は、光安定剤 を含んでいるため、

その全光線透過率 を 5 0 % 以上 にすることが可能である。 これによ り、透明

性がある程度確保 されるので、保護 フィル厶貼付 した状態でのホイ一ルの外

観検査が容易にな り、作業性が向上するとともに、光安定剤の働 きによ りフ

イル ム を透過する光 による粘着剤層への影響、特 に劣化、が抑制 される。

[ 0 129] —方、比較例 1 および比較例 2 では、実施例 1 と比較 して、弓I剥が し粘着



力が大 きく、糊残 りもあるため、保護 フイルムをホイールか らは く離する際

の作業性が劣 ることが確認 された。

[01 30] したが って、上述の実施の形態や実施例で述べた粘着剤層ゃ基材層で構成

される保護 フイルムは、車両等のホイールやタイヤか らは く離する際の作業

性が良好 となる。

[01 3 1 ] 以上、本発明を実施の形態や実施例 をもとに説明 した。 この実施の形態は

例示であ り、 それ らの各構成要素や各処理 プロセスの組合せにいろいろな変

形例が可能な こと、 またそう した変形例 も本発明の範囲にあることは当業者

に理解 されるところである。

符号の説明

[01 32] 1 0 ホイール、 1 2 デ ィスク部、 1 4 リム部、 1 6 ハ プ部

、 1 8 リム フランジ部、 1 8 a リム内周面、 2 0 スポーク部、

2 開 口部、 2 4 ハ プ孔、 2 6 揷通孔、 3 0 保護 フ イル ム

、 3 基材層、 3 4 粘着剤層。

産業上の利用可能性

[01 33] 本発明は、 自動車な どの車両のホイール に貼 り付 け られる保護 フ イル ム に

利用で きる。



請求の範囲

基材層 と、

前記基材層の一方の面 に設 け られた粘着剤層 とを有するホイール用

保護 フイルムであ って、

前記粘着剤層は、光安定剤 を含む水分散型粘着剤組成物 を有するこ

とを特徴 とするホイール用保護 フイルム。

前記粘着剤層 をァク リル ク リァ一塗装パネル （厚 さ 2 m m のスチ一

ル製塗装板 を準備 し、 このスチール製塗装板表面 に、 アク リル メラミ

ン塗料 （スーパ一ラック 5 0 0 0 A W - 1 0 ク リァ一、 日本ペイン 卜

社製）を、 スプ レーガンを用いて均一に塗布 し、 1 5 0 °C で 1 時間乾

燥 させたもの）に貼 り付 けた状態で、 キセ ノンウエザーメータを 3 0

0 時間照射 した場合 に、 ァク リル ク リァー塗装パネルか ら前記粘着剤

層 をは く離速度 3 0 m / m i n では く離 した ときの 1 8 0 ° 引 き剥が

し粘着力が 2 0 N / 2 O m m以下であることを特徴 とする請求項 1 に

記載のホイ一ル用保護 フィル厶。

全光線透過率が 5 0 % 以上であることを特徴 とする請求項 1 または

に記載のホイ一ル用保護 フィル厶。
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